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第一部【企業情報】
 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資損益につきましては、関連会社がないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、第64期第１四半期累計（会計）期間は

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

 

回次 第64期

当第１四半期累計（会計）期間 
第63期 

会計期間 
自 平成20年４月１日 

至 平成20年６月30日 
自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日 

売上高（千円） 3,567,471 14,676,495 

経常利益（千円） 5,345 219,382 

四半期（当期）純利益（千円） 4,201 104,389 

持分法を適用した場合の投資利益（千円） － － 

資本金（千円） 1,236,114 1,236,114 

発行済株式総数（株） 17,825,050 17,825,050 

純資産額（千円） 10,994,178 10,955,449 

総資産額（千円） 18,493,618 18,576,464 

１株当たり純資産額（円） 639.09 636.84 

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 0.24 6.07 

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利

益金額（円） 
－ 6.06 

１株当たり配当額（円） － 6.00 

自己資本比率（％） 59.4 59.0 

営業活動によるキャッシュ・フロー（千円） 177,466 1,052,589 

投資活動によるキャッシュ・フロー（千円） △27,566 △1,123,869

財務活動によるキャッシュ・フロー（千円） 211,604 115,925 

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高

（千円） 
1,384,047 1,022,543 

従業員数（人） 748 720 



２【事業の内容】 

当第１四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

当第１四半期会計期間において、関係会社の状況の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

  

  

（平成20年６月30日現在）

従業員数（人） 748 [178] 



第２【事業の状況】
 

１【生産、受注及び販売の状況】 

以下の各項目の記載金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(1) 生産実績 

（注）金額は販売価格で表示しております。 

  

(2) 受注実績 

① 受注高 

（注）金額は販売価格で表示しております。 

  

② 受注残高 

（注）金額は販売価格で表示しております。 

  

(3) 販売実績 

  

２【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 

区分 

当第１四半期会計期間 

（自 平成20年４月１日 

  至 平成20年６月30日） 

金額（千円） 

一般商業印刷物 

出版印刷物 

包装印刷物 

2,791,939

443,916 

332,351 

計 3,568,207 

区分 

当第１四半期会計期間 

（自 平成20年４月１日 

  至 平成20年６月30日） 

金額（千円） 

一般商業印刷物 

出版印刷物 

包装印刷物 

3,154,590 

470,006 

403,671 

計 4,028,268 

区分 
当第１四半期会計期間末 

（平成20年６月30日） 

金額（千円）

一般商業印刷物 

出版印刷物 

包装印刷物 

1,394,051 

246,916 

187,498 

計 1,828,466 

区分 

当第１四半期会計期間 

（自 平成20年４月１日 

  至 平成20年６月30日） 

金額（千円） 

一般商業印刷物 

出版印刷物 

包装印刷物 

2,796,023 

446,210 

325,237 

計 3,567,471 



３【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 業績の状況 

当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、米国の景気後退懸念や、原油・原材料価格の高騰に伴う物価上昇

等により個人消費は伸び悩み、景気の減速傾向は一層強まり、先行き不透明な状況で推移いたしました。 

このような事業環境のなかで当社は、「売上200億円体制『実現の年』」を会社の年度方針として、顧客開拓や

合理化投資を図るとともに、更なるコスト低減を推進してまいりました。 

売上の部門別では、当社の主力分野である一般商業印刷物は、カタログなどを中心に前第１四半期会計期間を上

回り27億96百万円（前年同四半期会計期間比6.3％増）、出版印刷物は大口取引先の受注の減少が影響して４億46

百万円（同22.5％減）、包装印刷物は３億25百万円（同0.4％増）となりました。 

なお、５月20日に発生しました当社大口取引先の破産手続き等を受け、当第１四半期会計期間において貸倒引当

金繰入額を53百万円計上いたしました。 

以上の結果、売上高は35億67百万円（前年同四半期会計期間比1.0％増）、営業損失は24百万円（前年同四半期

会計期間は営業利益16百万円）、経常利益は５百万円（同90.8％減）、四半期純利益は４百万円（同86.9％減）と

なりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、財務活動による資金の増加

が、前第１四半期会計期間と比べて５億23百万円少なくなりましたが、投資活動による資金の減少が、前第１四半

期会計期間と比べて９億78百万円少なかったこと等により、前第１四半期会計期間と比べて４億13百万円増加し、

当第１四半期会計期間末には13億84百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期会計期間において営業活動による資金の増加は、前第１四半期会計期間と比べて85百万円減少し、

１億77百万円となりました。これは、消費税等の支払額が80百万円前第１四半期会計期間と比べて増加したこと等

によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期会計期間において投資活動による資金の減少は、前第１四半期会計期間と比べて９億78百万円減少

し、27百万円となりました。これは、投資有価証券の取得による支出が91百万円前第１四半期会計期間と比べて増

加しましたが、有形固定資産の取得による支出が10億18百万円前第１四半期会計期間と比べて減少したこと等によ

るものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期会計期間において財務活動による資金の増加は、前第１四半期会計期間と比べて５億23百万円減少

し、２億11百万円となりました。これは、短期借入による収入が５億円前第１四半期会計期間と比べて減少したこ

と等によるものであります。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第１四半期会計期間における研究開発活動の金額は、29百万円であります。 

  

  



第３【設備の状況】
 

(1) 主要な設備の状況 

当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】
 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(5) 【大株主の状況】 

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 60,000,000 

計 60,000,000 

種類 
第１四半期会計期間末 

現在発行数（株） 

(平成20年６月30日) 

提出日現在発行数（株）

(平成20年８月12日) 

上場金融商品取引所名 

又は登録認可金融 

商品取引業協会名 
内容 

普通株式 17,825,050 17,825,050 ジャスダック証券取引所 － 

計 17,825,050 17,825,050 － － 

年月日 
発行済株式総

数増減数 

（株） 

発行済株式総

数残高（株） 
資本金増減額

（千円） 
資本金残高 

（千円） 
資本準備金増

減額（千円） 
資本準備金残

高（千円） 

平成20年４月１日～ 

平成20年６月30日 
－ 17,825,050 － 1,236,114 － 1,049,534 



(6) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。 

  

①【発行済株式】 

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、すべて当社所有の自己株式であります。 

２．証券保管振替機構名義の株式 2,200株は「完全議決権株式（その他）」欄の株式数に含まれており、同欄の議

決権の数には含まれておりません。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  

（平成20年６月30日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（注１） 
普通株式  622,100 － － 

完全議決権株式（その他） 

（注２） 
普通株式 17,200,200 171,980 － 

単元未満株式 普通株式   2,750 － １単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数 17,825,050 － － 

総株主の議決権 － 171,980 － 

（平成20年６月30日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株） 
発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％） 

サンメッセ株式会社 
岐阜県大垣市久瀬川町

７丁目５番地の１ 
622,100 － 622,100 3.49 

計 － 622,100 － 622,100 3.49 

月別 平成20年４月 ５月 ６月 

最高（円） 459 478 437 

最低（円） 390 385 400 



第５【経理の状況】
 

１．四半期財務諸表の作成方法について 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、当第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令第50号）附則第６条第１項

第５号のただし書きにより、改正後の四半期財務諸表等規則を早期に適用しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けておりま

す。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げな

い程度に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次の通りであります。 

  

  

資産基準 0.6% 

売上高基準 1.2% 

利益基準 4.2% 

利益剰余金基準 0.7% 



１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成20年６月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,414,047 1,052,543

受取手形及び売掛金 3,471,335 3,872,292

有価証券 99,960 199,990

製品 109,454 120,879

仕掛品 312,500 289,619

原材料及び貯蔵品 142,999 129,260

繰延税金資産 213,000 198,000

その他 66,539 67,981

貸倒引当金 △57,062 △48,156

流動資産合計 5,772,774 5,882,409

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※1  2,554,904 ※1  2,588,702

機械及び装置（純額） ※1  2,547,652 ※1  2,680,956

土地 3,845,672 3,845,672

その他（純額） ※1  208,603 ※1  182,377

有形固定資産合計 9,156,833 9,297,708

無形固定資産 76,570 76,164

投資その他の資産   

投資有価証券 2,780,453 2,535,208

繰延税金資産 489,000 576,000

その他 402,395 397,090

貸倒引当金 △184,409 △188,116

投資その他の資産合計 3,487,439 3,320,181

固定資産合計 12,720,844 12,694,055

資産合計 18,493,618 18,576,464



（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成20年６月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,916,344 2,049,784

短期借入金 2,350,000 2,080,000

1年内返済予定の長期借入金 150,000 100,000

未払法人税等 6,000 145,000

賞与引当金 195,500 374,000

その他 782,327 776,884

流動負債合計 5,400,171 5,525,669

固定負債   

長期借入金 － 50,000

退職給付引当金 1,800,696 1,777,407

役員退職慰労引当金 258,416 254,801

その他 40,156 13,136

固定負債合計 2,099,269 2,095,345

負債合計 7,499,440 7,621,015

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,236,114 1,236,114

資本剰余金 1,049,534 1,049,534

利益剰余金 8,520,328 8,567,735

自己株式 △405,096 △405,065

株主資本合計 10,400,881 10,448,319

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 593,297 507,130

評価・換算差額等合計 593,297 507,130

純資産合計 10,994,178 10,955,449

負債純資産合計 18,493,618 18,576,464



(2)【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：千円）

当第１四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

売上高 3,567,471

売上原価 2,899,646

売上総利益 667,825

販売費及び一般管理費  

運賃及び荷造費 101,878

貸倒引当金繰入額 53,174

給料及び手当 235,034

賞与引当金繰入額 64,563

退職給付引当金繰入額 16,986

役員退職慰労引当金繰入額 3,615

その他 216,786

販売費及び一般管理費合計 692,038

営業損失（△） △24,213

営業外収益  

受取利息 594

受取配当金 19,731

不動産賃貸料 16,121

その他 12,991

営業外収益合計 49,439

営業外費用  

支払利息 8,546

不動産賃貸費用 8,799

その他 2,534

営業外費用合計 19,880

経常利益 5,345

特別利益  

未払金戻入益 20,314

その他 2,960

特別利益合計 23,274

特別損失  

固定資産売却損 654

固定資産廃棄損 1,168

特別損失合計 1,822

税引前四半期純利益 26,797

法人税、住民税及び事業税 3,058

法人税等調整額 19,537

法人税等合計 22,595

四半期純利益 4,201



(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第１四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

営業収入 4,084,181

原材料の仕入・外注費の支出 △1,908,562

人件費の支出 △1,353,739

その他の営業支出 △435,174

小計 386,705

不動産賃貸料等の受取額 30,079

不動産賃貸支出の支払額 △2,849

立替金等の支出 △229,421

立替金等の回収による収入 231,349

消費税等の支払額 △104,839

法人税等の支払額 △133,559

営業活動によるキャッシュ・フロー 177,466

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △16,924

有形固定資産の売却による収入 1,985

無形固定資産の取得による支出 △24,150

投資有価証券の取得による支出 △106,350

投資有価証券の売却及び償還による収入 100,002

利息及び配当金の受取額 18,195

その他の支出 △518

その他の収入 192

投資活動によるキャッシュ・フロー △27,566

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 300,000

短期借入金の返済による支出 △30,000

リース債務の返済による支出 △980

自己株式の取得による支出 △31

配当金の支払額 △43,689

利息の支払額 △13,694

財務活動によるキャッシュ・フロー 211,604

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 361,504

現金及び現金同等物の期首残高 1,022,543

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,384,047



【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

  

 

  

  

  

当第１四半期会計期間 

（自 平成20年４月１日 

  至 平成20年６月30日） 

１． 会計処理基準に関

する事項の変更 
(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更 

たな卸資産については、従来、主として個別法による原価法によっておりましたが、当

第１四半期会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平

成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として個別法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下の基づく簿価切下げの方法）により算定しております。この結

果、従来の方法によった場合に比べ、営業損失は24,502千円増加し、経常利益及び税引前

四半期純利益は、それぞれ同額減少しております。 

  (2) リース取引に関する会計基準の適用 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計

基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））

及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６

年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成

20年４月１日以後開始する事業年度に係る四半期財務諸表から適用することができるよう

になったことに伴い、当第１四半期会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売

買取引に係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引

に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。これによる損益に与える影響はありません。 

なお、リース取引開始日が会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、引き続き、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 



【注記事項】 

（四半期貸借対照表関係） 

  

  

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

（株主資本等関係） 

  

当第１四半期会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30

日） 

  

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式 17,825千株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式   622千株 

  

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

  

 

当第１四半期会計期間末 

（平成20年６月30日） 
前事業年度末 

（平成20年３月31日） 

※1.有形固定資産減価償却累計額 

11,973,897千円

※1.有形固定資産減価償却累計額 

11,817,778千円

当第１四半期累計期間 

（自 平成20年４月１日 

  至 平成20年６月30日） 

※1.現金及び現金同等物の四半期期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年６月30日現在）

現金及び預金勘定 1,414,047千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △30,000千円

現金及び現金同等物 1,384,047千円

決議 株式の種類 配当金の総額 

（千円） 
１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年５月23日 

取締役会 
普通株式 51,608 3.0 平成20年３月31日 平成20年６月11日 利益剰余金 



（１株当たり情報） 

  

１．１株当たり純資産額 

（注）１．表示単位未満の端数は四捨五入しております。 

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  

２．１株当たり四半期純利益金額 

（注）１．表示単位未満の端数は四捨五入しております。 

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

３．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  

  

 

当第１四半期会計期間末 

（平成20年６月30日） 
前事業年度末 

（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額  639.09円 １株当たり純資産額  636.84円 

  
当第１四半期会計期間末 

（平成20年６月30日） 
前事業年度末 

（平成20年３月31日） 

純資産の部の合計額（千円） 10,994,178 10,955,449 

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － － 

普通株式に係る四半期会計期間末（事業年度

末）の純資産額（千円） 
10,994,178 10,955,449 

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期

会計期間末（事業年度末）の普通株式の数

（株） 
17,202,844 17,202,918 

当第１四半期累計期間 

（自 平成20年４月１日 

  至 平成20年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額         0.24円 

  
当第１四半期累計期間 

（自 平成20年４月１日 

  至 平成20年６月30日） 

四半期純利益（千円） 4,201 

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 4,201 

普通株式の期中平均株式数（株） 17,202,881 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前事業年度末から重要な変動が

あったものの概要 

旧商法に基づく新株予約権１種類 

なお、平成20年６月30日に権利行使期間が満了しております。 



２【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

  

該当事項はありません。 



  

独立監査人の四半期レビュー報告書 

      

平成20年８月11日

サンメッセ株式会社 

  取 締 役 会 御中 

 

  

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサンメ

ッセ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第64期事業年度の第１四半期累計期間（平成20年

４月１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書

及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビュー

を行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施さ

れる質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認め

られる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、サンメッセ株式会社の平成20年６月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報 

四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更１．(1)に記載されているとおり、会社は当第１

四半期会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」が適用されることとなったため、この会計基準を適用

し四半期財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  監査法人 トーマツ   

    

  

指 定 社 員

業務執行社員  

  

公認会計士 松岡 正明 ㊞ 

    

  

指 定 社 員

業務執行社員  

  

公認会計士 石倉 平五 ㊞ 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



【表紙】
 

  

  

  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 東海財務局長 

【提出日】 平成20年８月12日 

【会社名】 サンメッセ株式会社 

【英訳名】 Sun Messe Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  田中 勝英 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 岐阜県大垣市久瀬川町７丁目５番地の１ 

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所 

（東京都中央区日本橋茅場町１丁目４番９号） 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長 田中 勝英は、当社の第64期第１四半期（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日）の四半

期報告書の記載内容が、金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

２【特記事項】 

記載すべき事項はありません。 
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